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品質保証活動

保安管理体制（品質保証活動の体制）

社長

管理責任者
（考査部門長）

　　　　　　　　　i　　　　　　一　一－’　『一－…’一”i
　　　　　　　　　l（電源事業本部）　電瀦業本部部長　　1
　　　　　　　　　i　　　　　　　　　　　　（原子力品質保証）　　　　　　1

　　　　　　　　　！　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　！
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　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　電源事業本部部長（燃料）　　　！
　管理責任者　　　！電源事業本部長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i

（電源事業本部長）　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
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ii運営季員会　　発電課長＿　ii
　　！」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：！
　　1：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，！
　　！：　　　　　　　　　　　　　　　　　　保修管理課長　　　　　　1！
　　！I　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　I　！
　　！：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：！
　　！1　　　　　　　　　　　　　　　　　　電気保修課長　　　　　　：！
　　！：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1！
　　！I　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l！
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　グルーブ経営推進部門長
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2．原子力品質方針（平成19年4月2日）
　　（1）必要な資源を確保し，自らの役割と責任を自覚して，原子力の安全を最優先に品質保証
　　　　　活動を積極的に推進する。

　　（2）常に問いただす姿勢を持って，品質マネジメントシステムの継続的改善を実施する。
　　（3）コミュニケーションの充実と情報の共有を図って，風通しの良い，明るい職場を創る．
　　（4）現場，現物，現実を重視する3現主義を実践して，実効ある業務運営および個人・組織
　　　　　の能力向上を目指す。

3．品質保証活動の実施状況
　　原子力品質方針展開結果

点　　　項目 日　標 具体　方 果

（D島根1，2号機 ○計画外停止率：眺 0計画外停止率　O％
の安全・安定運
]の達成

〔驚　ll〕
1．異常兆候の早期発見・効果的な巡視方法の策定

i策定時期：H21年3月）

　設備利用率（年度末見込）

k燦爛
2．炉心管理 各方策を計画どおり実施中
・最適な起動計画・パターン
変更計画の策定，実施
（負荷率（熱出力ペース）：

99，5％以上）

3．燃料管理
・新燃料・使用済燃料輸送の
確実な実施

4．プラント性能
・2号プラント性能変化の分
析1プラント性能連絡会｝

（実施頻度：3回／年）

5．緊急時の措置
・緊急時に係る効果的な訓練
計画の策定，実施
（訓練実施率：100％）

6．放射線管理
・プラント線量低減対策検討
（検討終了時期：

H21年3月）

7．放射性廃棄物管理
・固体廃棄物貯蔵所保管裕度
の確保

・粒子状放射性物質の放出抑
制策の検討

（検討時期二H20年8月）

8．予防保全の計画的な実施
・予防保全工事実施計画策定
（策定時期：

定検開始2箇月前までに）
・予防保全工事実施

（実施率：100％）

9．確実な保安管理業務の実
施

（実施率：100％）
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点　　　項目 日　　　一 具体的方策 果
⑭効果的なマネジメン

@トレピューの実施

○開催回数：

@　　　2回／年 1、データ分析に基づくマネ

@ジメントレビュー資料の
@作成
@　（実施回数：2回／年）

Q、発電所レビューの実施
@　（実施回数：2回／年）

oメントレビュー実施。

|

○各方策を計画どおり実施中
@6／11：H19年度結果のマネジ

@5／191発電所レビュー実施

（3）確実な不適合管

@理・是正・予防処
@置の実施

0不適合管理・是
@正・予防処置の年

@度内計画実施率：

@　　　　100％
@（処置した件数／20

@年度で処置する計画件

@数）

1，不適合管理検討会の実施
@　（開催頻度：都度）

Q，是正処置検討会の実施
i開催頻度二4回以上／年）

R．不適合・是正処置状況の

@確認
i確認回数：1回／月）

S、他プラント情報の的確な
@　水平展開（予防処置の確
@　実な実施）

i検討回数：6回以上／年）

・不適合処置実施状況

q平成19年度分＞

q平成20年度分＞

@41件（処置率

e・是正処置実施状況

q平成19年度分〉

@置計画件数

q平成20年度分＞

@置計画件数

B　認　6回（1回／月）

E予防処置実施状況
@予防処置完了件数／入手

@　　件数：

m処置状況の内訳】

○各方策を計画どおり実施中・不適合管理検討会開催17回

@不適合処置完了件数／不適
@合報告書作成件数：145件
@／146件（処置率：約99箔）

@不適合処置完了件数／不適
@合報告書作成件数：33件／
@　　　　　　：約80％）

@　　　　（別紙一1参照）

@是正処置検討会開催9回

@是正処置完了件数／是正処
@　　　　　二67件／75件
@　　　　（処置率：約90％）

@是正処置完了件数／是正処
@　　　　　＝6件／12件
@　　　　　｛処置率：5謝
@　　　　（別紙一1参照）

@不適合・是正処置状況の確

E他プラント情報の検討回数：

@　　　　　　　　7回実施

@　　　　　132件／259件
@　　　　（処置率：約5㈱

入手件数 259件＊
検討中 62件
実施中 34件
完了 132件
検討未着手 31件

＊過去分1 56件を含む
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点　　　項目 日　　　一 具 果
（4）管理部門および

ｦ力企業との意思
a通・情報共有化
ﾌ実施

○方策実施率：10眺

1．管理部門との会議（QM
@S推進者会議）での確実な
@情報発信および伝達
@　（参加率：100％）

Q．発電所が開催している協
@力企業との会議体の運営
i計画どおりの開催：

@　　　　　　　100％）

R．協力企業から寄せられた
@提案事項の確実な処置
@　　（処置率：100％）
@　（年度内処置件数／2月末ま

@　　　　での提案受付件数）

S，協力会社への情報発信
i発信回数：1回以上／月）

T，定検中における保修部門
ﾇ理職と2次協力会社との
ﾓ見交換の実施
i実施頻度二

@　各社　1回以上／定検）

0各方策を計画どおり実施中・㎝S推進者会議参加5回／

@開催5回（参加率：100％）

@　一E計画どおり開催中

E提案15件中，7件を処置済

E安全協議会の場で毎月発信
@中。（延15件）

E2号定検期間中（10月）
@に実施予定．

㈲業務に対する
ﾍ量の明確化と適
ﾘな教育・訓練の
ﾀ施

○力量の明確化時
咩�g20年度下期 1．各課別の力量の明確化

i導入時期：H20年12月）

Q，教育訓練カリキュラムの
�閧ｨよび教育の実施
i完了時期l　H21年3月）

○各方策を計画どおり実施中・力量WG毎月実施（6回）→

@教育項目策定完了，手順書
@作成中。・教育訓練カリキュラムを策

@定中

〔6｝風通しのよい職

齦欄yづくりの実H
○施策実施率：

@　　　　100％
・所長・副所長，次長と各課
ﾆの意見交換の実施

i実施回数：

@　　　　26回以上／年）

09月末現在11回実施
@　　　　（実施率42％）
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4．内部監査の実施
（1）安全管理監査
　　　原子力部門から独立した社内監査組織である，本社「考査部門原子力監査担当」による監査
　　の実施。

【平成20年度監査テーマ】
基本監査 品質マネジメントシステムの運営状況

内部コミュニケーションの有効な実施に関する取り組み状況
重点監査 調達管理の有効な実施に関する取り組み状況

新検査制度導入に関する対応状況

監査　容

原子力安全管理監査
年度基本計画（経営
会議決定）に従い内
部監査を実施。

＊上記「H20年度監
査テーマ」参照

一　果および処置状況

◆不適合事項：0件

◆改善要望事項二4件
①rH20年度防火管理業務実施計画」の策定について，平成20年
　6月20日に決定されており，調達先への連絡の観点から策定時期が
　不適切
〔処置〕処置検討中

②委託している水質測定業務（単価制）の検収について，測定に要した時間

　工数の妥当性確認が不十分
〔処置〕処置検討中

③1号機第27回定期点検工事における「点検手入れ前データ採取・評価」
　に係る調達要求事項の供給者への伝達が不十分
〔処置〕処置検討中

④発注先の評価について，履行遅延，発注先責任による不適合，請負災害等

　の問題が生じた場合の対応措置が不要と判断した場合の処理が不明確
〔処置〕処置検討中

◆良好事例：12件
①発電所レビューへ向けた収集データの明確化
②原子力品質方針から品質目標への展開の整理
③安全文化の醸成を図る取り組み
④新QM　S文書の教育の実施
⑤原子力技術協会ピアレビュー結果に対する改善計画具体化の取り組み
⑥初期通報訓練の有効性向上
⑦定期的な訓練を考慮した化学消防車の仕様の変更
⑧保守業務の知識・ノウハウの伝承による力量向上
⑨関係企業も参加した研修会の実施
⑩エンドミーティングを活用した業務の管理
⑪調達先監督者との意見交換会の実施
⑫最新のトラブル情報を活用した効果的な研修の実施
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（2）実施部門の内部監査
　　原子力品質マネジメントシステム孝を適用している組織内による監査の実施。
　　なお，監査は自らの業務は監査してはならない独立性は確保している。
　　＊：原子力品質マネジメントシステム：社長をトップとして原子力発電所の安全を達成するため
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の業務を明確にし，総括的に管理する仕組み。
　　【平成20年度監査テーマ】

監査事項
新品質マネジメントシステムの浸透と改善

不適切29事案の再発防止対策の有効性確認

監　　谷 監果および置’況

実施部門内部監査年
度実施計画に従い内
部監査を実施。

＊上記「H20年度監
査テーマ」参照

◆不適合事項：0件

◆改善要望事項：0件

◆良好事例二8件
①1号機線量低減検討に係る適切な業務実施計画の策定と計画的かつ積極
　的な取り組み
②委託業務の的確な実施状況の確認に基づく積極的な改善活動の実施
③定期検査の確実な工程管理の実施
④計器精度ドリフト量のデータ分析結果の予防処置への展開
⑤電気・計装品の定期検査時の監視・測定結果の合否判定基準および自主管
　理基準の策定および維持
⑥「燃料集合体の原子炉内装荷時における着座」に係る的確な予防処置の実
　施
⑦補助ボイラばい煙測定検査業務の実施にあたって，法令遵守徹底等の

　教育教材マンネリ化防止のための工夫
⑧安全文化醸成活動の確実な発電所内への展開

5　品質保証に関する教育・訓練
　　品質保証に関する教育・訓練は，r原子炉施設保安規定」に基づいて行う保安教育と，発電所

運営に必要な知識技能の修得および維持向上を目的に実施しているものがあり，主な実施状況は
次のとおり。

教育・訓練内容 実　績

（1）「原子炉施設保安規定」に基づいて行う

@保安教育

・運転員を対象とした教育・運転員以外を対象とした教育

別紙一2参照

（2）知識技能の修得および維持向上を目的
@とした教育・訓練（技術教育）

・品質保証関係・保守管理関係　他

別紙一3参照
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6．協力会社と連携した品質保証活動の推進

（1）品質保証連絡会 　定期検査期間中の品質保証活動に関する事項について，協力会社と検討・連絡・調整を行うことにより，情報を共有し発電所の安全，安定運転の確保を図ることを目的として実施。

@平成20年度上期の本連絡会の開催回数は，1号機第27同定検の終盤の平成20年4月に1回，また，2号機第15同定検開始に伴い，平成20年9月に1回の計2回実施。

（2）安全協議会での情報共有 　当社と協力会社の責任者クラスで組織する安全協議会（毎月開催）において，適宜トラブル等に関する説明（15件）を実施。

〔3）協力会社への監査 ［監査実施件数］4件（7月＝2件，8月：2件実施）
m監査結果］　　　　　　　．・不適合事項　：1件

@〔内容〕製造時記録における日付の不整合
@〔処置〕関係記録の訂正および作業手順書の改訂・改善要望事項：3件

@〔内容〕（1）力量を規定した文書と関連規定の紐付け
@　　　　（2）品質記録の保存区分（永久，非永久）の明確化
@　　　　（3）調達要求事項の明確な提示
@〔処置〕（1）～（3）ともに処置検討中

7，その他の品質保証活動

　！号機第27回定期検査お
よび2号機第15回定期検査
における品質管理活動の展開
としての諸活動

・標語，ポスター（品質管理意識高揚）の募集。

・標語，ポスター，垂れ幕の掲示。
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Il・発電設備に係る点検結果を踏まえた再発防止対策の実施状況

1　企業倫理委員会の開催について

　以下のとおり企業倫理委員会を開催し，再発防止対策の実施状況を報告するとともに，都度
　プレス発表を行った。

日
日
日
日
日

8
6
7
2
r
D

　
　
　
1

月
月
月
月
月
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1
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5
8

　
1

年
年
年
年
年

Q
り
　
　
0

1
　
　
n
∠

成
　
成

平
同
平
同
同

平成19年度第1回企業倫理委員会
平成19年度第2回企業倫理委員会
平成19年度第3回企業倫理委員会
平成20年度第1回企業倫理委員会
平成20年度第2回企業倫理委員会

2．コンプライアンス教育の充実について
　rコンプライアンス推進計画書」を策定し，本計画書に基づく活動を実施中。
　　（H20年9月末時点での活動状況は別紙4参照）

3　再発防止対策の平成20年度の行動計画と実施状況について

　　8つのアクションプラン（AP）33項目のうち29項目は平成20年3月末までに完了．
　次の4項目については，平成20年度も再発防止対策として継続し取り組んでいる。

アクション　ラン 項　目 対　の　谷 施’況
A　P4 4内。　一 己評価　度導入の　討 国内雀　（電気
効果的なマネジメ の充実 ・平成20年下期以降，自己評 器メーカー）にお
ントレビューの実 価計画を策定し試行的に実 ける自己評価シス
施 施する予定。自己評価制度の テムの導入事例調

導入については，試行結果を 査実施，評価中．
評価した上で判断する。

A　P5 （4安全文化 安全文化醸成施策の 「、子力　全文化
良好なコミュニケ 醸成施策 ・原子力部門を対象とするアン 醸成要則」に基づ
一ションと明るい の実施 ケート調査で安全文化の醸 く活動を実施中。
職場づくり 成度合いを測定分析・評価 ○安全文化の醸成度

し，必要な追加施策を次年度 評価を実施中。
活動計画に反映。

A　P6 3　術継承 力量の明　化 育訓　カリキュ
各種教育・訓練の充 施策のうち ・運用方法，教育内容について ラムおよび確認試
実および技術伝承 「力量の明 検討し，平成20年度に導入 験問題作成中。
による人材育成 確化 開始予定。 ○各所教育訓練手順

書類改正作業中。

A　P8 （6）1御　引 ○インターロックの 02号機　1御
国からの行政処分 き抜け等の 追加 入・引抜防止イン
等の対応 報告義務化 ・制御棒引き抜け防止のための ターロック機能設

のうち「制 駆動用ポンプ停止インター 置工事着工
御棒引き抜 ロック機能を1号機は第2 （H20．9．5）

け防止のた 8同定検（H21年度），2
めのインタ 号機は第15同定検（平成2
一ロックの 0年9月開始）で設置予定。
追加」

　具体的な行動計画と実施状況を別紙5「信頼回復・企業再生に向けた具体的施策のスケジュ
ール表」に示す。
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4．再発防止対策の定着状況について

　　保安検査結果（平成20年度（第1回）保安検査報告書抜粋）

　　　実施期間：自　平成20年6月　9日（月）

　　　　　　　至　平成20年6月27日（金）

検査項目：発電設備の総点検の結果に係る再発防止対策の実施状況（電源事業本部の検査

　　　　　を含む）

検査結果：当該検査項目は良好であると判断するものの，引き続き再発防止対策として構

　　　　　築された仕組みが有効に機能していること，当該仕組みに基づく活動が確実に

　　　　　実施されていることを日常巡視や保安検査を通じて注視していくこととする。

　　r再発防止対策として継続する施策」では，r内部監査のあり方（自己評価制度の導
入）」，「安全文化醸成施策の実施」，r技術継承施策の実施（力量の明確化）」，及び「制

御棒引き抜け等の報告義務化」の4つの施策について，平成20年2月に新たに設置し
た品質保証に係る総括組織（電源事業本部（原子力品質保証））が実施部署のアクショ

ンプランの進捗状況をとりまとめることとなっていること，それらの実施状況は原子力

品質保証委員会で定期的に確認・評価されること，マネジメントレビューにより実施結

果の有効性が評価されるとともに内部監査や社外委員を含む企業倫理委員会により第

三者的な立場からも評価をされること，マネジメントレビューでは再発防止対策の実施

結果が3つの柱であるr不正をしない意識，正す姿勢」r不正を隠さない仕組み，企業
風土づくり」r不正をさせない業務運営」に対して有効であったかの評価が行われるこ
とを確認した。

　r日常業務化等恒常的な取り組みとする施策」では，r総括組織のあり方検討」は品

質保証に係る総括組織（電源事業本部（原子力品質保証））が品質保証活動の実施主体

となって活動されていること，「QMS文書・文書体系の変更，QMS文書・活動のス
リム化」や「根本原因分析の的確な実施」など再発防止対策の内26の施策について基

本的には平成20年度業務実施計画に具体的な実施項目（品質目標を含む）として取り

込まれたこと，平成20年2月に新たに運用開始した「QMS推進者会議」や実施部門
内部監査により実施体制の改善により業務の改善が図られることこれらの取り組み結

果は内部監査やマネジメントレビューにて有効性が評価されることから，品質マネジメ

ントシステムのPDCAの仕組みにより継続的改善の活動が行われていることを確認
した。また，今後，再発防止対策の3本柱であるr不正をしない意識，正す姿勢」，r不

正を隠さない仕組み，企業風土づくり」，「不正をさせない業務運営」については，個々

の業務への浸透・定着状況を社内アンケートにより把握し，その結果はマネジメントレ

ビューにて評価され，安全文化醸成活動を通じて継続的改善が図られる計画となってい

ることを確認した。

以　上
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【参考】
再発防止対策の概要
【全社共通〕

件　名 主な行動計画 実施時期
経営機構改革 ○会長は取締役会議長（経営の監視・監督を重点的に担う），

社長は業務執行の最高責任者とし，監督と執行の役割分
担を明確化

○取締役の任期短縮による経営責任め明確化など取締役会 H19年　6月
機能を強化

0全社横断的な重要課題を担当する副社長の設置や執行役
員制の導入により業務執行機能を強化

企業倫理委員会の機能 0審議の客観性を高めるとともに，社外の識見を反映させ
強化 るため，社外委員を1名から3名に増員

0重要な法改正や社会情勢の変化を踏まえたコンプライア
@ンス推進対策の策定に関する事項を審議事項に追加 H19年　6月
○審議の透明性を高めるため，審議概要を当社ホームペー

ジで公開

内部通報制度の充実 ○より相談しやすい仕組みとするため，新たに社外（弁護
@士事務所）に企業倫理相談窓口を設置 H19年　7月

コン　ライアンス＊教育 ○専門家による講義形式の研修や討議形式の研修の導入な
の充実 　ど，経営層・事業所長やグループ企業トップを対象とし

@た研修を充実
O各職場での効果的な研修等を行うため，コンブライアン

H19年　6月
ｩら

ス推進役（各事業所副所長クラス）への研修を充実
＊コンプライアンス＝ 法令の遵守を含めた「社会的要請への適応」

【原子力部門】

件　名 主な行動計画 実施時期

AP村1原子力品質 ○要領，手順書等の内容変更

マネジメントシステ ○文書体系の再構築
ム＊2の高度化 ○品質保証活動の教育訓練

AP‡12　確実な予防 ○予防保全5カ年計画の策定
保全の実施 0保守管理要員の教育訓練

AP‡3効果的な不適 ○不適合管理（不具合の解消），是正処置（再発防止），予
合管理・是正処置・予 防処置（未然防止）を確実に行うために，「不適合管理・

防処置の実施 是正処置基本要領」の制定，「不適合管理検討会」等の設u
AP‡14効果的な ○マネジメントレビューの方式を経営会議の場から社長に H18年10月
マネジメントレビュ 直接説明する方式に変更 ～
一招の実施 ◆内部監査の充実 H20年　3月

AP半15良好なコミ ○経営層の現場への訪問

ユニケーションと明 ○社内の情報共有ルールの明確化
るい職場づくり ◆安全文化醸成施策の実施

AP＊16各種教育・訓 ◆技術伝承施策（例：作業手順書にノウハウを記載）

練の充実および技術 Oe一ラーニング祠や法令遵守のための保安教育を実施
伝承による人材育成

AP判7　調達＊5管理 ○調達管理要領・発注仕様書の見直し
の改善 0委託における検査業務の適切性を確保するためのルール

設定

AP＊18　国からの行 ○保安規定の変更（原子炉主任技術者独立性の確保等） H19年　5月
政処分等の対応 ○発電所における保安検査官のフリーアクセス巧 ～

◆制御棒引き抜け等の報告義務化 H20年　5月
注）r◆」は平成20年度も引き続き取り組んでいる再発防止対策（具体的には「2，」を参照。）を示す。

＊1AP：アクションプランの略
＊2原子力品質マネジメントシステム：社長をトップとして原子力発電所の安全を達成するための業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　務を明確にし，総括的に管理する仕組み。
＊3マネジメントレビュー：品質保証活動に関して社長へ定期的に報告し，評価を受ける改善活動。
＊4e一ラーニング：パソコンやコンピュータネットワークなどを利用して教育を行うこと。
＊5調達：工事若しくは製造の請負，物品等の取得若しくは貸借又は役務契約により，財又は役務の
　　　　　提供を受けることをいう。
＊6保安検査官のフリーアクセス：検査官が当社員の同行なしで原子力施設の安全性を確認すること。
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別紙一1

不適合管理とその是正処置の状況（平成20年9月30日現在）

1．不適合の種類の内訳件数

種類 平成19年度 平成20年度上期
人的（※） 58件 12件
設備 88件 29件
合計 146件 41件

（※）要領・手順書等の認識不足，誤記（記入漏

　をいう。

2．不適合処置および是正処置の処置奉

れ・誤字・脱字等）等の人的ミス

【補足説明】

　（平成19年度）

　平成19年度の不適合報告書で管理している不適合発生件数は146件で，
不適合処置が完了した件数は145件である。

　上記，不適合発生件数146件のうち，平成20年9月30日現在で是正（再
発防止）処置が必要な事象は75件，是正処置が不要の事象は58件，是正処
置の必要性を検討中の事象は13件である。なお，是正処置が完了した件数は

　67件である。

平成19年度 平成20年度上期

不適合処置率 　　　　　約99％
i完了件数145／発生件数146）

　　　約80％
i完了件数33／発生件数41）

是正処置率
　　　　　約90％
i完了件数67／
@　　是正処置“要”件数75）

　　　　　50％
i完了件数6／
@　　是正処置“要”件数12）

（平成20年度上期）

　平成20年度上期に不適合報告書で管理している不適合発生件数は41件
で，不適合処置が完了した件数は33件である。

上記，不適合発生件数41件のうち，平成20年9月30日現在で是正（再
発防止）処置が必要な事象は12件，是正処置が不要な事象は5件，是正処置
の必要性を検討中の事象は24件である。なお，是正処置が完了した件数は6
件である。
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3．改善項目の一例（平成20年度上期発生事象について）

一
図

件　名 事　象　の　概　要 原因 不適合処置 是正処置
1号機A一原子炉格 島根原子力発電所1号機（沸騰水型，定格電気出力46 当該A，B一原子炉 当該A，B一原子炉 デジタル演算におけ
納容器線量当量率計 万キロワット）は第27回定期検査を実施していますが， 格納容器線量当量率 格納容器線量当量率 るソフトウエアの重要
の動作不良 発電再開に向け，平成20年4月17日7時に原子炉を起動 計は，今定期検査にお 計をアナログ式に変更 性に鑑み，今後は，設
lH20．4．18公表） し，原子炉圧力の上昇操作中のところ，同日17時21分頃， いてアナログ式からデ しました。 備，機器の重要度等

r格納容器放射線高」の警報が発生しました。 ジタル式のものに変更 を考慮してソフトウエ
このため，関連するパラメータを確認したところ，A一原 しましたが，原因を調 アの検証程度，対象

子炉格納容器線量当量率計※1の指示値が変動し安定しな 査した結果，デジタル および検証を行う必要
かったことから，同日18時57分に当該検出系の不具合で 方式の演算処理の一 のある設計変更等に
あると判断し，原子炉施設保安規定で規定する運転上の制 部に誤りがあり，測定 ついて明確にし，必要
限※2を満足していない状態であると判断しました。　その 下限値近傍において過 に応じて，メーカに対
後，当該検出系一式を予備品に取替え，正常に動作するこ 大に指示する不具合 してソフトウエアの検
とを確認し，4月18日4時5分に運転上の制限を満足す が発生することを確認 証まで要求することと
る状態に復帰しました。 しました。 し，その場合には、工

1号機B一原子炉格 島根原子力発電所1号機（沸騰水型，定格電気出力46 事・購入仕様書にソフ
納容器線量当量率計 万キロワット）は第27回定期検査を実施しています。 トウエアの妥当性の検
の動作不良 平成20年4月17日，原子炉を起動し，原子炉圧力の上昇 証を実施する事を要
（H20．4．18公表） 操作中のところ，A一原子炉格納容器線量当量率計検出系の 求・確認する（重要度

不具合によりr格納容器放射線高」の警報が発生したため， に応じV＆V等による
原子炉格納容器線量 原子炉施設保安規定で規定する運転上の制限※2を満足し 厳密なソフトウエアの
当量率計の動作不良 ていない状態であると判断し，同日，当該検出系一式を予 検証も要求・確認）よ
の原因と対策につい 備品に取替え，18日4時5分に運転上の制限を満足する う，「工事業務管理手
て（A系・B系） 状態に復帰しました。 順書」に明記しました。
一（H20．5．9定検ホーム 引き続き，起動試験を行っていたところ，本日16時12
ページにて公表1 分，B一原子炉格納容器線量当量率計の「格納容器放射線高」

の警報が発生したことから関連するパラメータを確隠し
たところ，当該線量当量率計の動作不良と判断し，16時
34分，原子炉施設保安規定で規定する運転上の制限を満
足していない状態と判断しました。このため，当該線量当

A

量率計を取替えることとしました。



一
こ
q

件　名 事　象　の　概　要 原因 不適合処置 是正処置
1号機運転上の制限

ﾌ逸脱について
oH20．7．”公表）

　タービンに蒸気を
沂汲ｷる主塞止弁が
}速に開いたことに
謔閨Cタービン起動直

繧ﾌ蒸気流入量が一

　タービン起動直後
ﾉ蒸気配管破断が発
ｶしていないにもか
ｩわらず蒸気流入量
ｪ一時的に過大とな

　調節弁の開度が適
ﾘな状態であること
�闃卲沚ｸ毎に確認
ｷるとともに，定期
Iに分解・点検する

このため，原子炉施設保安規定で定める運転上の制限を 時的に過大となり，蒸 つた場合に，タービン 　　　　　　“ｱとにしました。
満足していない状態であると判断しました。 気配管が破断した場 の誤停止を防止する

1号機運転上の制限 島根原子力発電所1号機（沸騰水型，定格電気出力46 合に生じる異常な圧 目的で設置されてい
の逸脱について 万キロワット）は・本日14時頃，試験用の戻り配管補修 力差を検出する信号 る信号抑制回路の設
（H20．8．3公表） 後の最終確認を兼ねて通常運転中に実施する定期試験（1 が発生し，タービンが 定値を適正な値に見

ヶ月に1回）を行っていたところ，高圧注水ポンプ起動直 自動停止したことが 直しました。
1号機高圧注水系の 後に，高圧注水系駆動用タービンが自動停止しました。 判明しました。
不具合に関する原因 このため，原子炉施設保安規定で定める運転上の制限を これは，主塞止弁
と対策および運転上 満足していない状態であると判断しました。 の急速な開動作を防
の制限の逸脱からの 止するために設けて
復帰について いる調節弁の流路が
〔H20．8．13公表） 閉塞傾向となり，主塞

止弁内に滞留してい
るドレンとあいまつ
て急速に開動作し，蒸

気流入量が一時的に
過大となったことか
ら設定値を超える圧
力差が生じたものと
推定しました。



一
“

件　名 事　象　の　概　要 原因 不適合処置 是正処置
2号機運転上の制限 9月7日（日），原子炉停止後の原子炉冷却操作中のと 原因究明中 9月7日（日）18時 対策検討中
の逸脱，復帰につい ころ，17時45分頃からrD一主蒸気管モニタ』（低）の警報 27分原子炉停止手順
て が頻繁に発生したため，17時58分に原子炉施設保安規定 に従って主蒸気ライ
〔H20．9．8公表） に定める運転上の制限を満足しない状態であると判断し ンを隔離し，19時7
｛H20、9，9定検ホーム ました。 分に原子炉水温度が
ページにて公表〕 沁0℃未満〔冷温停止

状態）となったことか

ら原子炉施設保安規
定に定める運転上の
制限を満足しない状
態から復帰しました。

2号機中間領域検出 9月7日（日），原子炉停止操作中の3時46分に，中間 原因究明中 検出器コネクタの 対策検討中
器（rRM）の不具合に 領域検出器※1（l　RM）チャンネル15の指示が瞬間的に上昇 抜き差しおよび内部
ついて し，r匪自動スクラム※2」の警報が発生しました。 清掃を実施した後，検
（H20．9．9定検ホーム ※1中間領域検出器：原子炉内の中性子を測る装置の一 出器コネクタの再度
ページにて公表〕 種で，原子炉の起動および停止時の中性子の量を 打診テスト，検出器全

監視するもの。 挿入・全引抜操作を行
※2自動スクラム：原子炉の緊急停止をいいrB一自動ス い，IRM－ch15

クラム」は，原子炉を緊急停止するための，A・ が指示変動の無い，正
B2つの信号のうち，1つだけが発生した状態。 常状態であることを
スクラム信号はA・Bが同時に発生することで制 確認しました。

御棒を全挿入し，原子炉を緊急停止させる。

2号機原子炉建物内 9月25日（木）10時20分頃，原子炉建物地下2階にあ 原因究明中 直ちに当該弁の上 対策検討中

での水漏れについ る圧力抑制室下部の床面に溜まり水があることを確認し 流側に設置している
て ました。 隔離弁を閉止しまし
〔H20．9．26定検ホー 水の漏えい箇所を調査したところ，定期検査において開 た。

ムページにて公表1 放点検を行っている残留熱除去系の弁から漏えいしたこ 漏えい水の量は約6
とを確認しました。 60リットル（放射能
漏えいが発生した原因は，残留熱除去系統の洗浄用水受 量：約81万ベクレル）

けタンクのポンプが自動起動した際に，当該弁の上流側に で，紙ウエスにより拭
設置している弁（通常，閉止状態で管理）を別の点検作業 き取り回収しました。
に伴い開状態にしていたため，タンク内の水が配管を通し なお，除染未実施のエ
て当該弁に流れ込み漏えいしたものでした。 リアについては，管理

区域のクラスを変更
しました。



平成20年度（上期） 島根原子力発電所の教育訓練実績（保安教育）

　　　　別紙一2（1／2）

その1　運転員対象

保　安 教　育　の　内 容（保安規定）
実施時期 教育訓

大分類 中分類 小分類　　〔項目｝ 内　容
練者数

関係法令および保安規定に関すること 原子炉施設保安規定
・総則、品質保証、体制および評価，保安教育，記録および報告に
ﾖする規則の概要．・保安に関する各組織および各職務の具体的役割と確認すべき記録

3年間で対象者全員が受講
75

※2

原子炉物理・臨界管理 3年間で対象者全員が受講
36

運転　理工

運転管理H 3年間で対象者全員が受講
98

皿
※1※2

運転管理 巡視点検・定期的検査1

巡視点検・定期的検査∬ 3年間で対象者全員が受講
0

※2

異常時対応　｛現場機器対応）

異常時対応（中央制御室内対応｝ 6回／年
412

異常時対応〔指揮，状況判断） ※1※2

シミュレータ訓練工

原子炉第設の運転に関すること 〔直員連携研修） 1回／年
64

シミュレータ訓練皿

その他 （再研修〕 1回／年
23

反復教育 運転訓練

二帳設■管理教育， シミュレータ訓縁皿

（当直管理者研修） 3年間で対象者全員が受講

f
了

シミュレータ訓練皿

（BTC上級〕 3年間で対象者全員が受講
4

保守管理計再に関することf

保守管理 保守管理計画に関することn 3年間で対象者全員が受講
0

※2

管理区域への出入管理等，区域管理に関すること

・線量限度等，被ばく管理に関すること 3年間で対象者全員が受講

・外部放射纏に係る線量当量率等の測定に関すること ※2
o

放射線管理に関すること 放射線管理 管理区域外への移動等物品移動の管理に関すること

協力会社等の放射線防護に関すること

放射線測定器の取扱い 3年間で対象者全員が受講 36

※2

放射性廃棄物管理 放射性固体・液体・気体廃棄物の管理に関すること 3年間で対象書全員が受講
0

核燃料物質および核燃麟物質によって
※2

汚染された物の取扱いに関すること ・燃料の臨界管理に関すること

燃料管理 ・燃料の検査，取替，運搬および貯蔵に関すること 3年間で対象者全員が受繕 0

※2

非常の場合に講ずべき処置に関すること 緊急事態応急対策等，原子力防災対策活動に関すること 3年間で対象者全員が受講 54

〔アクシデントマネジメント対応を含む） ※2

（注）　※1

　　　※2

複数回／年受講する場合．延人数（人・回）で示す．

当直長は1・2号棲いずれか実施で1回とする．

褝位’刈
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平成20年度（上期） 島根原子力発電所の教育訓練実績（保安教育）　その2

別紙一2（2／2）

運転員以外対象
偉位＝却

保一安　教　育　の　内　容（保安規定） 実箆時期
教育訓

緖ﾒ数
人分類 中分類　　　　　　　　　小分類　　（項目） 内　容

関係法令および保安規定に関すること　　　　　　原子炉等規制法 原子炉等燈制法に関連する法令の概要

入所時に実施

ｷる教育

原子炉施設の構造、性能に隣すること　　　　の撫髭

・原子炉のしくみ・原子炉容器等主要機器の構造に関すること’原子炉冷却系統等主要系統の機能・性能に関すること 　　　入所時
k原子力発覚所新規配属

@　　時）

1
6

非常の場合に講ずべき処置に関すること 非常の場合に講ずべき処置の概要

関係法令および保安観定に関すること 法令，労働安全衛生規則および電躍放射線障害防止規則の関係条項

原子炉施設の構造，性能に関すること
原子炉．放射性廃棄物の廃棄設備およびその他の設備の構造に関す
驍ｱと

放射線業務

]事者教育

放射線管理に関すること

・原子炉，放射性廃棄物の廃棄設備およびその他の設備の取扱いの

菇@
@管理区域への立入りおよび退去の手順

E外郎放射敦による線量当量率および空気中の放射性物質の濃度の
ﾄ視の方法

E電離放射線が生体の細胞，組織，器官および全身に与える影響

管理区域内において核燃
ｿ物質もしくは使用済燃
ｿまたはこれらによって
��ｳれた物を取扱う業
ｱに就かせる時

1
3

核燃料物質および核燃料物質によって汚染された物の取扱いに閲
ｷること

核燃料物質もしくは使用済燃料またはこれらによって汚染された物
ﾌ種類および性状ならびに運搬，貯蔵，廃棄の作業の方法・順序

非常の場合に講ずべき処置に関すること 異常な事態が発生した場合における応急措置の方法

関係法令および保安規定に関すること 原子炉施設保安規定
逡則，品質保証，体制および評価，保安教育．配録および報告に関
ｷること

3年間で対象者全員が受講
1
7

原子炉施設の運転に関すること

運転管理

庫界管理に関すること

^転上の留意事項に関すること，通則に関すること

^転上の制限に関すること

ﾙ常時の措置に関すること

3年間で対象者全員が受講 9

保守管理 保守管理計画に関すること 3年間で対象者全員が受講
47

その他

ｽ復教育

k運転設構

ﾇ理教育〕 放射線管理に関すること 放射線管理

・管理区域への出入り管理等，区域管理に関すること

E線量限度等，被ばく管理に関すること

E外部放射敏に係る線量当量率等の測定に関すること

ﾇ理区域外への移動等物品移動の管理に関すること

N力会社等の放射線防護に関すること

3年間で対象者全員が受講
10

放射線弼定器の取扱い 3年間で対象者全員が受講
0

核燧料物質および核燃料

ｨ質によって汚染された

ｨの取扱いに関すること

放射性廃棄物管理 放射惟閨体・液体・気体廃棄物の管理に関すること 3年間で対象者全員が受講
10

燃料管理

燃轄管理における臨界管理

E燃料の検査，取替，運搬および貯蔵に関すること 3年間で対象者全員が受講
0

非常の場合に講ずべき処置に関すること 防災教育 疑念事態応急対策等．原子力防災対策活動に関すること 3年間で対象者全員が受講
0
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別紙一3

平成20年度（上期） 島根原子力発電所技術教育訓練実績表

教　　育　　項　　目 対象者
教育訓練者数

@　（人）

品質保証所内監査員のための講習会 技術系管理職

品質保証活動に関する教育
　　　■　　　　　　　　一　　　一　　　一

S所員 @　　〇
品質保証関係講習会 技術系所員 8

モラル教育 技術系所員 36
一　一　一　一　一一　一　一　　　　一　一　　一　　　　　■　一一■　　　一　一　一　　一一一　一■　一　一　一　一　一　一一　　　　　一一一

品質保証関係
ヒューマンファクタ教育　一　一

技術系所員
1
9

技術系所員 o

電気事業法　保安規程教育 技術系所員 o

電気関係法規実務者講習会会 技術系所員 o

自家用電気工作物保安規程講習会 技術系所員 　　　一
P　※4

運転基礎研修（1／H） 発電課員 o

オペレータ養成研修 発電課員

B　T　Cシミュレータ初級1・H研修コース 発電課員
R

運転管理関係
B　T　Cシミュレータ　中級交流n　B／交流且 発電課員

G

該当者 ］

B　T　Cシミュレータ　出張チーム評価 発電課員 2　※1
運転管理教育 発電課員 46

設備引継ぎに伴う設備教育 発電課員
142

技術系所員

贔篁畳証立≧をコ毯術教育∫グル丁プ研修一三一計器校正） 機械保修課員　　　　　　一　一　一　　一　　一

488

Z
〇

保守管理関係
　　技術系所員　一　　一　　一　一　　　　　一　　■　　　　一　一　　一一　一　一　　　　一　　一　　　一

@　　〇
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　一　　一　　　一　　一　　　　一　　一　　　　　　　　　　　　　　　一■　一　一　　　一　　一　一　一　　■　　一　一　　一　　一　　一　一一　■

闃厲幕ﾆ者検査教育

@技術系所員一　　　一　　　一　　　■　一　一　一一　一　一　一　■　一　一　■　　　　一　一一　　　一　　　一　　　　一　一

闃厲幕ﾆ者検査要員

@　　H一　　　　一　　　　　■　　　　　■　　　　　一　　　一　　一

@　260

厲ﾋ線障害防止に係る教育
放射線作業従事者 2丁丁

1
5
lo9

放射線管理関係

　　　　　　　　■　　　　　　一　　　　　　　　一　　一　　　　　　一@　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　一　　　　一　　　　　　　一　　　　　　一　　　　　　一　　　　一　　　　　　一　　一　　　　一　　　　　　　　　一　　　　　一　　　　　　　一

@　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　一　　　　　　　　一　　　　　一　　　一@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　一　　　　　　　一　　　　一　　　　　　　　　一　　　一　　　　一　　　　　　■　　　　　　一　　一@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　　■　　　　　　一　　　一　　　　　一

ｻ学分析装置取扱訓練　　　一　　　　一　　　　一　　　　　　　　一　　　　　　　一　　　　　　一　　　　　　　一　　　　　　　　　　一　　　一　　　　　　　　　　一　　　　　　　　一　　　一　　　　　　　　一　　　　　一　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　一　　　　一　　　■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　一　　　　　　一　　　　　　一　　　　一　　　　　　一

厲ﾋ線管理等に関する講習会

　一　一　一　　■　　一　　　　　『　　『

@総務課員
｡蜜全管理還具一一

ﾀ全管理課員”一

e課員……一

ﾀ全管理課員

安全・燃料関係

ﾀ全解析および炉心性能解析に関する教育　　　　　一　　一　　　　　　　　　　一　　　　　　■　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　一　　一　　　　　　一

坙{原子力研究所派遣教育 Z術系所員

@　　〇

@　　〇

@　　3
合　　　計 1，515

v1　　中櫨r同齢　　　　　「※王1

※21
※3　二

※41

驚／合計、，、ま含めな、、

AM支援組織班長，副班長，技術班員，発電課日勤班当直主任以上

今年度新規
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t

電源事業本部 島根原子力発電所
★＝総括箇所

平成20年9月30日現在

別紙一4

　　　一凡例一
▽□：計画，▼ロ＝実績

施策

コンプライアンス経営推進の誓約

コンプライアンス強調月間の実施

役員による事業所訪問

不適切事案から得た教訓の風化防止

業務の適切性の確認

コンプライアンス研修の効果的な実施

副長研修

話し合い研修

職場実態・社員意識調査の実施

個人情報保護研修の実施

電源事業本部長他による事業所訪問

役員・各組織の長がコンプライアンス経営

推進の責務を自覚し，率先して取り組むこ

とを誓約するとともに，その内容を執務室

等に掲示

コンプライアンスに対する社員の意識喚

起，一連の不適切事案から得た教訓の
風化防止のための諸施策の実施

役員が事業所を訪問し，経営層の意思を
伝達・意見交換

風化防止ビデオの視聴等

ルール等に関する話し合い

コンプライアンスに対する社員の意識喚

起，一連の不適切事案から得た教訓の
風化防止のための諸施策の実施

コンプライアンス推進に向けた取り組みの

基本的事項の確認および管理者としての
役割・留意点等の徹底

日常業務におけるr3つの行動」実践の意

謄蕩些響灘択し．ンプライア〕

　ンス強調月間中に1回実施

コンプライアンスに関する職場実態や社員

の意識の把握

騰簿轟綴騰〕

職場における個人情報保護研修

電源事業本部長他が事業所を訪問し，経営
層の意思を伝達・意見交換

主管箇所

コンプライアンス

　推進部門

電源事業本部

実施箇所

　★総務課
品質保証セン
　　ター

安全管理課
　技術課
　発電課
保修管理課
電気保修課
機械保修課

総括担当

平成20年度

　　　　　　　上期

4月　5月　6月　7月　8月 9月　10月

　　　　下期

11月　可2月　1月　2月　3月

▼

6／27

口1
▽

口
㎏

7／15．：24、2gで実施

　　　　1　　　　ヨ　　　　　　　　　　　　コ

話し合い研修8課中7課実施済i
　（発電所独自項目）　　　　l

　　　　　　　　　　　　　i
　　　　　　　ヒ　　　　　　　　　　　　一

嘲5／27～6／9調査

コ
ン
プ

フ
ィ
ア
ン

強
調
月
間

。細柳
1

職場研修

▼　松井常務取締役
6／16

備考

各組織の長が異動時
に自ら実施

所属長が進行し実施

（講師）

コンフ。ライアンス推進役

35人受講

（講師）

コンプライアンス推進役

所属長
※所独自で上期にも
1回実施

（講師）

個人情報保護推進者
所属長

・全所員への訓話

・ライン副長との意
見交換
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月り紙一5　（1／7）

実施箇所： 電源事業本部（原子力）

　アクションブラン進捗管理表（AP4（4）内部監査のあり方（自己評価制度の導入）） 平成20年9月末　現在
目　的 QM　Sの定着と更なる改善を行なう。

要求事項

（1）考査部門からの提言

@実施部門と考査部門が協力し，実施部門内部監査の実施や自己評価制度の導入により当社QMSの成熟度および組織のパフォーマンスの水準を

@　評価する必要がある。

実施内容

1．自己評価の導入検討

@　　r米国原子力発電所における自己評価
@　　活動の調査結果」，国内企業の導入例，

@　　J　IS9004規格等の調査・検討．

Q．実施部門監査の計画と実施

具体的な行動計画 　　一凡　例一
､□：計画，▼薬：実績

実施項目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　スケジュール（平成20年度） 平成21年度

4月　5月　　　6月　　7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 上期 下期

自己評価制度の導入検討

▼
※

己評価
T（4）安

@　▼

施（安

ｶ化醸

ﾔ報告

文化ア’

{策の
ケート）

{参照

H2α4　r米国原子力発電所における自己評価活動調査報

@　　　告書」入手

g2α4　実施部門内部監査計画策定及び通知

g20．5　国内企業1電気機器メーカー1における自己評価

@　　　　システムの導入事例調査実施，評価中

g20．5・29～30第1回実施部門内部監査実施（発電所）

g20．乳9～11　第2回実施部門内部監査実施（発電所）

g20．8．27　　第3回実施部門内部監査実施（発電所）

自己評価制度の導入準備 終報

自己評価制度導入検討

3131曇 19計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5

ﾀ施部門内部監査の実施
正
▼
7
／
9

▼929計画 正
　
▽

改善，運用

11　▼ 27

的に実

現在の状況 対策の検証方法と検証結果 自己評価（有効性評価，次年度への取組み） 備考（懸案事項他）

・r米国原子力発電所における自己評

@価活動禰査報告書』入手

E国内企業における自己評価システ

�の導入事例調査実施，評価中

【検証方法】

P．自己評価制度に関する調査が実施され，自己評価制度導入が検討されている

@こと。
Q．実施部門内部監査が監査計画に基づき，実施されていること。

y検証結果】

｛

（
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実施箇所： 電源事業本部（原子力）アクションプラン進捗管理表（AP5（4）安全文化醸成）

QMS高度化で実施してきた取り組みを加速して安全文化醸成施策を実施し，不適切な事案が再発
しない組織風土を確実なものとしていくとともに，国からの要求に対応できるような施策を策定・実施
する。

月り紙一5　（2／7）

目　的

要求事項

（1）RCAにおけるrトップマネジメントおよび本部経営層のr安全文化の意識浸透」に対するリーダーシップ
　を十分発揮させる」ことへの対応。
（2）安全管理技術評価WG意見rr安全最優先」の考え方の浸透が重要』への対応。
（3）発電設備総点検での不適切な事案についての要因分析から，rコンプライアンス意識の不足』r工程
　優先等経済性重視の考え方』r法令・保安規定に対する判断・遵守に対する考え方」r社内規定・要領
　に対する判断・遵守に対する考え方」「事業者としての説明責任』等に問題があることの対応。
（4）安全文化の劣化防止に係る保安検査への対応。

実施内容

H20年9月末現在
①原子力安全文化醸成要則に基づき活動を実施

　　安全文化醸成方針・活動方針に基づき，各組織が原子力安全文化醸成施策を実施する。

②原子力安全文化の醸成度評価

　　これまでの原子力安全文化醸成の取り組みの効果を把握するため，安全文化醸成度合いをアンケート調査等に

　より評価・分析する。また，その結果を踏まえ，必要な追加施策を検討し，年度の活動レビューと併せてマネジメント

　レビューにて社長ヘインプットする。

｛

一凡例一　▽□＝計画，▼陶：実績

実施事項

（4）安全文化醸成施策の実施

①個別施策の実施

く主な施策＞

　・社長メッセージ発信

　・安全文化講演会の開催

　・経営層と現場（協力会社含む）との

　　意見交換会の実施

・ヒューマンファクター分析

・コンプライアンス教育

・地域の方との対話活動の実施

・提案箱からの改善提案の吸い上げ

・e一ラ一二ング活用

・モラル教育の実施

・異業種間交流（JR西日本）

②安全文化の醸成度評価

　・評価方法の検討

　・アンケート実施，結果の分析

　・QMS推進者対象の意識調査

　・安全文化醸成度の評価

　・追加施策の検討，次年度計画策定

　・マネレビヘのインプット

スケジュール

H20年度

4　　　　　5 6
7　　　　　8

9 10 11 12 1 2 3

r翠鐸1灘雛欝寸
灘霧告 ▽清動状況…

事務局へ報清

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　モ

…1…1▼8125実施……1…i

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　画，実剋

▽活動結果まと

　，評価

▽役員対象
　　…

　　｝

　　　｝
▽マネh　
　
↓
　　　ラ　　　電　　　ラ　　　一　　　　　　　一　　　　　　　ロ　　　ラ　　　ロ　　　ラ　　　玉　　　｝　　　！　　　ラ　　　一　　　ラ　　　一　　　ラ　　　ラ　　　ラ　　　ラ　　　ラ　　　コ　▽專年度基
　　　濟動方針

H21年度

上期　　下期

誹肩

備考

く安全文化講演会実績＞

6／10　JANTI石川顧問

　（発電所安全月間行事）

7／30東大飯塚教授
　「QMSについて考える』

　185名聴講

＜経営層との意見交換＞

4バ6発電所・建設所

　　品質保証担当部所
5／23　発電所－建設所

　　　課長クラス

6／16発電所・建設所

　　　副長クラス

了／15協力会社（本社）

8／6　建設所（土木・建築）

8／29発電所，建設所全員

9／4　建設所

4／1原子力安全文化醸成方針制定

4／1原子力安全文化醸成活動方針通達

4／1原子力安全文化醸成要則改正

4／7原子力品質保証委員会

　「安全文化醸成のH19評価とH20方針」

　　　審議・承認

5／9社長ビデオメッセージ収録，5／28発信

5／26異業種間交流実施（JR西日本）

6／1不適合管理・是正処置基本要領制定

6／10原子力品質保証委員会

H20安全文化醸成活動計画の審議，承認

6／13ヒューマンファクター分析，安全文化

　　　醸成の取り組み社内説明会（於本店）

6／18～20第1回保安検査（本部）

　　　安全文化活動計画，進捗状況説明

7／24e一ラーニング公開，実施開始

　　　　　　　実施率98％（9月末現在）

フ／30安全文化講演会開催（於発電所）

8／11～28安全文化醸成度アンケート実施

9／30～再発防止対策の有効性に係る

　　　　アンケート調査（QMS推進者対象）
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現在の状況 対策の検証方法と検証結果 自己評価（有効性評価，次年度への取組み） 備考（懸案事項他）

4／1　原子力安全文化醸成方針制定 （検証方法） （有効性評価）

4／1　原子力安全文化醸成活動方針通達 ・具体的活動計画に沿って適切に活動が実施されていること。

4／1　原子力安全文化醸成要則改正（暫定措置の削除等） ・活動の結果が，要求事項を満足すること。

4／7　原子力品質保証委員会 ・アンケート等を実施し，安全文化の醸成度合いを分析・評価する。

r安全文化醸成のH19評価とH20方針」審議・承認

5／9社長ビデオメッセージ収録，5／28発信

5／26異業種間交流実施（JR西日本） （検証結果）

6／1不適合管理・是正処置基本要領制定

6／10原子力品質保証委員会

rH20安全文化醸成活動計画』の審議・承認

6／13ヒューマンファクター分析，安全文化醸成の取り組み （内部監査部門の評価）

に関する社内説明会開催（於本店）

6／18～20第1回保安検査（本部）

安全文化活動計画，進捗状況説明

7／24e一ラ一二ング公開，実施開始

実施率98％（9月末現在）

7／30安全文化講演会開催（於発電所）

8／11～28安全文化醸成度アンケート実施

8／25　原子力部門モラル教育実施 （次年度の取組み）

9／30～再発防止対策の有効性に係るアンケート調査

（QMS推進者対象）

現在，安全文化アンケート結果をまとめ中

別紙一5 （3／7）

｛

〔
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実施箇所：　電源事業本部（原子力）
　　　　　　　　　　　　アクションプラン進捗管理表 （AP6（3）技術継承施策の実施1力量の明確化1） H20年

号畦紙一5　（4／7）

1．新力量の詳細検討
目　的 効果的な人材育成と技術力の向上を図る。

各課・担当別の業務遂行に必要な力量を抽出および設定

ｷる。
・保安検査での指摘事項への対応（原子力安全に係る業務に従事する要員に対し，共通的な力量について作成し，運用しているが，業務

ﾉ適合した力量についても設定の必要がある。）
実施内容

2．教育訓練カリキュラム策定

@上記の力量取得のための教育訓練カリキュラムを策定
要求事項 ・知識に関する知識不足を補うための教育訓練カリキュラムを策定する必要がある。 する。

・実施した教育・訓練の有効性評価方法について，検討する必要がある。 3．教育訓練の有効性評価

確認試験問題作成

9月末　現在

具体的な行動計画 　　一凡　例一
▽目：計画，▼朦：実績

スケジュール（平成19年度） 平成20年度実施項目
上期 下期 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 1月 2月 3月

大　工　程

▽教 訓練

･7／2

　▽
｢会（

迪P
･8／2

討会（

i中間

沒｢会
ﾊ制

力量に

j
（
調
整
入

関する

ﾊ）

順書改 ）

1．概念検討

2．新力量の詳細検討 ▼WIG 置

▼ 用検・ 開始

3．教育訓練カリキュラム

4．確認試験問題

成（ 正含む）

確 試 実

5．手順書類改正 ▼関連　順書の　成・　正　の 討開始

▼ 内調整始

6．教育訓練の実施
育 訓　練 の　実 施

・H20／3／6原子力品質保証運営委員会にてH20年度のスケ

ジュールを報告

・本部，発電所，建設所各陥にて担当毎の教育訓練項目策

定中

聡開催実績（H20年度）

　本部；4／15，5／20，6／11，7／9，7／23，8／27，9／9

　発電所；4／245／27，6／5，7／2，7／8，8／19，9／26

・H2α4策定した教育訓練項目のカリキュラム（すでにあ’

る教育訓練項目は除く）および確認試験問題の作成開始。

新力量運用について検討開始（関連手順書策定）

・H2α5確認試験の運用（有効性評価の方法等）について

検討開始。

・H2α6教育訓練手順書改正案作成開始

WG主査間で新力量に関する調整実施（H20．6．10）

社内調整開始

・H20．乳23教育訓練検討会に各所の新力量進捗状況報告

詳細運用についての基本的考え方調整を行うこととなっ

た。（8／5，6にて調整）

・H2α8．21教育訓練検討会にて各所との調整内容状況を報

告した。
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現在の状況 対策の検証方法と検証結果 自己評価（有効性評価，次年度への取組み） 備考（懸案事項他）

【H20．9末】 （検証方法） （Q　M　S高度化，再発防止対策の有効性評価）

・教育訓練項目に対する教育カリキュラム，確認試験を ・確認試験の導入・実施 （H20．3末時点での評価）

作成中 OQ　M　S高度化の視点からの評価

・新力量運用について検討中 （検証結果） 検証結果に記載する通り，要求事項を達成する活動とな
人事異動による力量認定のr見なし」 H20、3末 っている。またQM　S高度化活動開始時に掲げた活動方
教育資料，確認試験問題の作成・承認・保存 ・新しく策定した力量が各課（担当）業務に適合したカ 針について，以下の通り達成していると判断する。

教育の実施，確認試験の実施および有効性評価方法 量となっている。 ③QMS活動を推進できる人材を育成する

・関連手順書の作成・改正案の検討中 ・新しい力量に必要な教育・訓練項目が策定されている。 ⇒Q　M　Sで要求する新力量を策定

※関連手順書：教育訓練手順書（改正） ・今後の導入スケジュールを明確にした。 新力量策定にあたり，力量認定の基準となる各担当の業
力量教育手順書（新規制定） 務およびそめ業務に必要な教育訓練項目を明確にした。

・7／23の教育訓練検討会で力量教育の運用の詳細につい 各課（担当）毎に必要な教育訓練項目を明確にしたこと

て各事業所で異なることがわかったためWG主査間で により，要員に対する教育訓練の負担軽減（担当する業
調整した。（8／5，6） 務に重要でない教育訓練の削減）にあわせ，必要な教育

・新力量の運用について各事業所管調整（9／4実施） 訓練を確実に行う※ことで業務遂行上の能力を高めるこ
・社内調整中 とが可能となる。

※担当内教育等で従来から行われてきたが，力量の認定

とは結びついていなかったため，これを是正し，確実

に行われるようにする。

O再発防止の視点からの評価

（H20年度中に導入予定であり、中間報告として記載）

不適切事案29件の発生要因のうち，r設備に関する知識

の不足』に対して，各課（担当）毎に必要な教育訓練項目を明

確にしたことにより，業務に必要な教育訓練を重点的に行う

ことができ，誰一人として知織の不足が生じないようにするこ

とができる。

（内部監査部門の評価）
．

新力量策定にあたり，力量認定の基準となる各担当の業

噛

務およびその業務に必要な教育訓練項目を抽出しているこ

とを確認した。新力量の導入は，全社施策である技術継承と

の兼ね合いでH20年度中に導入ということであるが，実効

性のあるものにして欲しい。評価は今後実施する。

（次年度以降の取組み）2一③継続施策（現行取組み継続）

OH20年度中の新力量導入

H20年度中に新力量を導入するため以下の項目について，

検討を行う。

・教育訓練内容策定

・新力量の運用の明確化

・新力量導入の日程等検討

0また，教育訓練の成果の具体的な有効性評価のために確

認試験をH21年度中に導入するために方策を実施する。

・確認試験問題作成

・確認試験試運用

別紙一5 （5／7）

f

（

23



実施箇所． 島根原子力発電所
アクションプラン進捗管理表 （AP8（6）制御棒引き抜け等の報告義務化）

号り紙一5　（6／7）

〔

目　的

国からの行政処分に関する取組み

要求事項

省令改正（制御棒引き抜け等の報告）

ｧ御棒自然引き抜け防護対策
実施内容

↑、省令改正（制御棒引き抜け等の報告）への対応

y設備面・運用面の対応】

Q・C　R　D冷却水差圧r高高」によるインターロックの追加。

R、インターロックの追加に伴う手順書の整備

具体的な行動計画

　　一凡　例一
▽□：計画，▽圏：実績

実施項目 スケジュール （平成20年度） 平成21 年度
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 上期 下期

2号機 御棒挿 ・引抜 止イン 一

1、C　R　D冷却水差圧r高高』による ツク機 設置工

CRDポンプトリップインターロッ 1
機制御 入・引 防止

クの追加。
一『

A一“㌦ ｡一　一三

，一一一一灘 ▽保安 員会（電～ 事業本。） イ’ タ一口ツ ク機能設 工事

▽保 運営委員

詳細検

@・2
、機15

定検で
　▽、
{検討

案，発注

[入図書 討（決 図書化
▽

・1 機28一 定検で 施検討

号機1 丁機能二 置工事
手順 正施行

手順書 討

□
－

・インターロックについては，CRDポンプトリップ方式

を採用決定。（H19／10／15）
・詳細検討終了（保安運営委員会付議資料作成完了）

　　　　　　　　　　　　　　　　（H20／6／25）
・保安委員会（電源事業本部）（H20／7／9）

・保安運営委員会（H20／7／15）

・立案（H20／7／25）
・発注（H20／7／29）

。工事着工（H20／9／5～H20／12／1）
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冠り紙一5　（7／7）

現在の状況 対策の検証方法と検証結果 自己評価（有効性評価，次年度への取組み） 備考（懸案事項他）

【平成19年度】　　　　　　　　　　　　　　　－

P．C　R　D冷却水差圧r高」r低」警報の分離，設置 （Q　M　S高度化，再発防止対策の有効性評価）

・2号機

謔P4同定検においてCRD冷却水差圧r高」・r低」
【1、C　R　D冷却水差圧r高高』によるインターロック

@　の追加】

　省令改正に伴い，的確な報告およびC　R自然引き抜け防

�ﾎ策のための，設備改造および手順の明確化を図ること

ﾍ有効である。
警報の分離完了。 （検証方法）

・1号機 保安運営委員会にて審議（H20／7／15）

第27同定検においてC　R　D冷却水差圧r高」・r低』
（検証結果）

警報の設置完了。
下記検証内容について審議の結果，原案通りの内容で承

認された。

・インターロックにはr計器の単一誤動作・誤不動作防
【平成20年度】 止』として信頼性の高いr20u　t　o　f3』を採 2一③再発防止として継続実施
1．C　R　D冷却水差圧r高高」によるC　R　Dポンプトリ 用し，論理回路の多重化を図る。 設備改造の基本計画を策定する。

ッブインターロックの追加 ・警報回路は計器の誤動作を含めた異常検知を容易にす 2号機第15同定検，1号機第28同定検においてC　R
・2号機 るため，単一動作にて警報を発報させる。 Dポンプトリップインターロックを追加し，環境が整い

第15同定検においてC　RD冷却水差圧r高高』に ・当該インターロックの使用状態を明確にするため，rイ 次第手順書化する。

よるインターロックの追加 ンタ一口ック許可・解除C　O　S」を設置する。

・C　R　D冷却水差圧r高』，r高高』設定値については，

【平成21年度】
制御棒のドリフトが生じる可能性がある理論上の最

ｬ差圧を採用する。
・1号機

1号機
第28同定検においてC　R　D冷却水差圧「高高」に C　R　D冷却水差圧　r高」　　0．40Mpa↑O　N

よるインターロックの追加 C　R　D冷却水差圧　r高高』：0．57恥a↑O　N

2号機
C　R　D冷却水差圧　r高」　：匹41Mpa↑O　N

C　R　D冷却水差圧　r高高」：α5㎝pa↑O　N

・工事実施時期

1号機：第28同定検，2号機：第15同定検にて
施工する。

・設備改造に伴う実運用（インターロックの適用期間）

については，設備引継を受けた後に発電課にて検討す
る。

（
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